若者の労働と安倍政権の雇用政策の検討 by 京谷 栄二
長野大学紀要 第37巻第2号  17―18頁（43―44頁）2015 




































































京 谷 栄 二* 
Eiji KYOTANI 
 
長野大学紀要 第37巻第2号   2015               44 
 
- 18 - 
 
得のいく説明はなされない。したがって奥平ほかの
研究は、解雇規制は生産性向上の障害となるので規
制緩和すべきであるという鶴の主張の根拠としては
不十分である。 
また鶴は格差問題に触れて「格差の問題への真摯
な対応は雇用が保障され組織化されている正社員の
既得権益にある程度メスを入れることにもつなが
る。」と述べる（鶴他2009年）。鶴はその根拠として、
玄田有史の「置換効果」の主張を取り上げる。 
玄田（2004年）は中高年雇用労働者の雇用および
賃金の保障が若年労働者の雇用創出を妨げていると
指摘し、「中高年雇用維持の代償として若年の雇用機
会が奪われる」ことを、雇用の「置換効果」と呼ぶ。
玄田によれば、「実際、実証分析の結果からも従業員
の中高年齢化が進んでいる大規模事業所ほど、新卒
求人を抑制する傾向がみられる。」（同上） 
 玄田らの認識は言い換えれば、「中高年労働者の過
剰」である。それゆえに若年の雇用が制限されるの
であり、その解決には中高年労働者の雇用保障の削
減＝解雇規制緩和が必要であるという政策提言につ
ながる。しかし果たして中高年労働者は過剰なのだ
ろうか。 
 1997年以降の就業構造基本調査によって、常用労 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
働者の年齢構成の推移をみると、常用労働者の比率
が最も高いのは20歳代から30歳代であり、40歳代・
50歳代の中高年の常用労働者が過剰であることは示
されない。その推移に示されるのは若年層、とくに
10歳代と20歳代前半における常用労働者比率の急速
な低下である。この低下をもたらしたのは1990年代
半ば以降、日本の企業が展開した雇用を多様化し柔
軟化する経営戦略であり、そして自民党政府が労働
者派遣法の改訂などにより企業が非正規雇用を活用
しやすい環境を整備してきたことである。 
したがって現在求められる雇用政策は、解雇規制
緩和により中高年の常用労働者を削減することでは
なく、若年層に対する正規雇用の機会を創出し、良
好な雇用条件を保障することである。 
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